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10 税の控除・減免等 

 

 １ 所得税・市道民税の障害者控除及び扶養控除 

身体障害者（児）又はその者を扶養している方の年間所得から、次の額が控除されます。 
 

（１）障害者控除 

障害の程度 控除の種類 所 得 税 市 道 民 税 

身体障害者 

手帳 

１～２級 

控除者本人の所得から 

控除する場合 
特別障害者控除 ４０万円 ３０万円 

※障害者を扶養している人 

の所得から控除する場合 

同 居 同居特別障害者控除 ７５万円 ５３万円 

別 居 特別障害者控除 ４０万円 ３０万円 

身体障害者 

手帳 

３～６級 

控除者本人の所得から 

控除する場合 
障害者控除 ２７万円 ２６万円 

※障害者を扶養している人 

の所得から控除する場合 

※障害者を扶養している方の所得から控除する場合は、扶養されている人の年齢に応じて、下記（２）の控除額が加算されます。 

 また、障害者本人が扶養している方がいる場合も同様に、下記（２）の控除額が加算されます。 

 

（２）扶養控除 

障害の区分 年 齢 等 所 得 税 市 道 民 税 

①老人扶養控除 70歳以上 ４８万円 ３８万円 

②同居老親等控除 
同居している 

70歳以上の直系尊属 
５８万円 ４５万円 

③一般扶養控除 
16歳～69歳 

※19歳～22歳は除く 
３８万円 ３３万円 

④特定扶養控除 19歳～22歳 ６３万円 ４５万円 

⑤年少扶養 16歳未満 なし なし 

⑥配偶者控除 70歳未満の配偶者 下表のとおり 下表のとおり 

⑦老人配偶者控除 70歳以上の配偶者 下表のとおり 下表のとおり 

 

 所得者の合計所得金額 

900万円以下 
900万円超 

950万円以下 

950万円 

超1,000万円以下 

控 除 区 分 所得税 市道民税 所得税 市道民税 所得税 市道民税 

配偶者控除 ３８万円 ３３万円 ２６万円 ２２万円 １３万円 １１万円 

老人配偶者控除 ４８万円 ３８万円 ３２万円 ２６万円 １６万円 １３万円 

※上記金額等は変わる場合がありますので、詳細についてはそれぞれにお問い合わせください。 
 

問合先 
所得税 

札幌国税局電話相談センター  

～ ☎２４－２１６１（音声案内「１」） 

市道民税 (市) 市民税課  ～  市役所２階 ☎６５－４１２０ 

 

＜障害者控除対象者認定書＞ 

身体障害者手帳などを持たない６５歳以上の方で、その障害の程度が所得税等控除対象障害者に

該当する場合は、市が発行する「障害者控除対象者認定書」により障害者控除を受けられます。 

介護認定を受けている方の申請により、障害福祉課で交付します。 

     （申請・問合先） (市)障害福祉課 ☎６５－４１４７ 

     （問合先）    (市)市民税課  ☎６５－４１２０ 
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 ２ 自動車税等の減免 
 身体等に障害のある方のために使用する自動車で、一定の要件に当てはまるものは、申請により、

自動車税種別割、自動車税環境性能割又は軽自動車税環境性能割の減免を受けることができます。 

区 分 身体障害の場合 

1.対象となる 

 障害の範囲 

１ ２ ３ ４ ５ ６ １ ２ ３ ４

○ ○ ○ ○ ○ ○

上肢 ○ ○ ○ ○ ○ ○

移動 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

※○

平衡機能障害

音声機能障害

障 害 等 級
障 害 の 区 分

障 害 等 級

視覚障害 免疫機能障害

肢
体
不
自
由

小腸機能障害

障 害 の 区 分

上肢不自由

内
部
障
害

心臓機能障害

乳幼児期以前の非
進行性の脳病変に
よる運動機能障害

腎臓機能障害

呼吸器機能障害

下肢不自由 膀胱・直腸機能障害

体幹不自由

聴覚障害 肝臓機能障害

 
※～喉頭摘出による音声機能障害に限ります。 
（喉頭摘出の記載が無い場合は、下記へお問合せください。） 

注）２つ以上の障害区分に重複の方は、個々の障害区分のいずれかが○の等級に該当

することが必要です。 

2.対 象 者 
（自動車の 

所有者等） 

１ 障害者が自動車を所有(取得)し、自分で運転する場合 

２ 障害者が自動車を所有(取得)し、その方と生計を同じくする方が、もっぱら障害者

のために運転する場合 

３ 障害者と生計を同じくする方が自動車を所有(取得)し、もっぱら障害者が運転する

場合 

４ 障害者と生計を同じくする方が自動車を所有(取得)し、もっぱら障害者のためにそ

の方が運転する場合 

５ 障害者だけの世帯でその方が自動車を所有(取得)し、その方を介護する方が運転す

る場合 

3．留意事項 

 障害者の通院、通学、通所又は生業の場合、障害者を自動車に乗せて、又は障害者

が運転をして週１日以上、使用する事を継続的に行うことが必要です。 

（上記２-１の場合を除く） 

4．対象となる 

自 動 車 
（事業用は対象外） 

 (1) 自動車税環境性能割 

  （税率１％～３％･課税標準額５０万円超）～ 軽自動車、普通自動車 

 (2) 自動車税種別割 ～ 普通自動車 

5．減免台数  障害者（児）１人について１台 

6．持参するもの 

 (1) 障害者が自動車を所有（取得）し、自分で運転する場合 

［上記２-１に該当する方］ 

   ① 身体障害者手帳  ② 運転免許証  ③自動車検査証 

   （自動車を新しく取得する場合は自動車税（環境性能割・種別割）申告書を併

せて提出） 

 (2) それ以外の場合 

  自動車の所有者・自動車を運転する方によって申請時に持参するものが異なりま

すので、「７．問合先」のいずれかにお問い合わせください。 

7．問 合 先 

 北海道札幌道税事務所 自動車税部  

  ～ 〒001-8588 札幌市北区北２２条西２丁目 ☎０１１－７４６－１１９４ 

 十勝総合振興局 納税課収納管理係 ～ 東３条南３丁目 ☎２６－９０３８ 

8．手 続 先  十勝総合振興局 納税課収納管理係 ☎２６－９０３８ FAX２２－７２０９ 
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 ３ 軽自動車税（種別割）の免除 

  身体等に障害のある方ご本人や、身体等に障害のある方と生計を一にする方が所有する軽自動車の

うち、次の項目に該当する場合、軽自動車税（種別割）が免除になります。 

1. 対 象 者 
(所有者･使用の要件) 

（１）障害者が軽自動車を所有し、自分で運転する場合。 

（２）障害者が軽自動車を所有し、その方と生計を一にする方（同居の方）が、 

   もっぱら障害者のために運転する場合。 

（３）障害者と生計を一にする方（同居の方）が軽自動車を所有し、もっぱら 

   障害者が運転する場合。 

（４）障害者と生計を一にする方（同居の方）が軽自動車を所有し、もっぱら 

   障害者のためにその方が運転する場合。 

（５）障害者だけの世帯でその方が軽自動車を所有し、その方を常時介護する 

   方が運転する場合。 

※ （２）～（５）については、障害者の通院、通学、通所などのために使用 

すること。 

2.対象の自動車   軽自動車（乗用、貨物）・オ－トバイなど 

3. 免除台数   障害者（児）１人に１台(自動車と軽自動車を所有している場合、自動車を優先) 

4. 対 象 範 囲 

身体障害者手帳の交付を受けている方のうち、下表に該当する方 

対象障害区分 該当する等級 対象障害区分 該当する等級 

上肢不自由 １～３級 視覚障害 １～４級 

下肢不自由 １～６級 聴覚障害 ２級・３級 

体幹不自由 １～３・５級 平衡機能障害 ３級・５級 

音声機能障害 
３級 

（咽頭摘出者のみ） 
肝臓機能障害 

１～４級 
内部障害 

（心臓、腎臓、 

呼吸器、膀胱、 

直腸、小腸） 

１級・３級・４級 
ヒト免疫不全ウイルス

による機能障害 

 

5. そ の 他 
  軽自動車税は、毎年４月１日現在の所有者に課されます。 

 軽自動車税の納入期限（毎年５月末日）までに手続きしてください。 
（ただし、身体障害者手帳の交付が４月２日以降の場合は、翌年度からの免除となります） 

6.持参するもの  ① 障害者手帳  ② 運転免許証  ③ 車検証 

 7.申 請 先  （市）市民税課税務係 ～ 市役所２階 ☎６５－４１１９ 

 

 ４ 自動車購入時の消費税非課税 

  身体障害者用に改造(修理)された自動車は、消費税が非課税となります。 

1.対象となるもの 
運転免許証に記載されている「免許の条件等」の趣旨に従って、身体の状態に

応じて改造されている自動車や、車椅子等搬送用自動車に限られます。 

 2.非課税の改造等 手動装置･左足用アクセル･運転用改造座席などの改造、車いす等搬送用自動車 

 3.問 合 先 札幌国税局電話相談センター ～ ☎２４－２１６１（音声案内「１」） 

 

 ５ 利子の非課税（利子非課税貯蓄制度） 

  身体障害者の方などの貯蓄について、下記の方が非課税になります。 

1.非課税の範囲 ① マル優貯蓄 ３５０万円  ② 特別マル優 ３５０万円 

2.非課税の対象者 身体障害者手帳の交付を受けた方など 

 3.問 合 先   各金融機関（銀行、信金、郵便局、農協など） 
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 ６ 相続税の障害者控除・障害者に対する贈与税の非課税 

  障害者が相続や贈与などを受けた場合、税の控除や非課税となる場合があります。 

1.相続税の 

障害者控除 

相続人が障害者であるときは、85歳に達するまでの年数（85歳から相続人の

年齢を差し引いた年数）1年につき10万円（身体障害者手帳1～2級などの特別障

害者のときは20万円）が障害者控除として、相続税額から差し引かれます。 

2.障害者に対する

贈与税の非課税 

特別障害者の方の生活費などに充てるために、一定の信託契約に基づいて特

別障害の方を受益者とする財産の信託があったときは、その信託受益権の価額

のうち6,000万円まで贈与税がかかりません。 

この非課税の適用を受けるためには、財産を信託する際に「障害者非課税信

託申告書」を、信託会社（銀行）を通じて税務署に提出する必要があります。 

3.問 合 先 札幌国税局電話相談センター ～ ☎２４－２１６１（音声案内「１」） 

 

 ７ おむつ代・ストマ用装具の医療費控除 

  「おむつ使用証明書」や「ストマ用装具使用証明書」により、医師による治療を受けるため直接

必要な費用であることが明らかにされたものについては、医療費控除の対象となります。 

1. 控除対象 

① 紙おむつの購入費、貸おむつの賃借料 

② 人工肛門・人工膀胱のストマ用装具 

(※ 日常生活用具として給付を受けた場合は、その自己負担分が対象) 

 2. 証明書   治療を受けている医師に記載してもらう。（所定の証明書） 

 3. 添付又は 

提示するもの 

① 医療費控除の明細書（おむつ代やストマ用装具代の支払先や支払った金額な

どを記載したもの） 

② 証明書（証明書に記載された①証明年月日 ②証明書の名称 及び③証明者

の名称（医療機関等）を医療費控除の明細書の適宜の欄又は欄外余白などに

記載することで、添付又は提示を省略して差し支えありません。この場合、

添付等を省略した証明書などは、確定申告期限等から５年間ご自宅等で保存

する必要があります。） 

4. 問合先 
  札幌国税局電話相談センター ～ ☎２４－２１６１（音声案内「１」） 

 （市）市民税課 ～ 市役所２階 ☎６５－４１２０ 

 

 ８ 個人事業税の減免 

  障害者で青色申告特別控除前の所得金額の合計額が310万円以下のときに、税額から最高7,500円

が減免されます。 

 【問合先】十勝総合振興局 課税課 事業税間税係 ～ ☎２７－８５０５ 
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 ９ ＮＨＫ放送受信料の免除（半額免除・全額免除）～身体障害者関係分 

 1. 対象者 

半 額 

免 除 

住民基本台帳法（住民票）の世帯主が以下の条件の障害者手帳をお持

ちで、ＮＨＫとの受信契約者であること。 

① 身体障害者手帳の内容が視覚障害、聴覚障害の方  

② 身体障害者手帳の等級が１～２級の方 

全 額 

免 除 

身体障害者手帳のお持ちの方がいる世帯で、世帯構成員全員が市町村

民税非課税であること。 

 2. 手 続 方 法 (市)障害福祉課で証明を受け、ＮＨＫの窓口へ提出してください。 

 3. 持参するもの    ① 身体障害者手帳 ② 印鑑 

 4. 証明書発行先 （市）障害福祉課 ～ 市役所１階 ☎６５－４１４７ 

5. 問 合 先 ＮＨＫ帯広放送局 ～ ☎２３－３１１１ 

 


